
1. 業績および事業の状況

　2025年度の経済情勢を顧みますと、米国ではＡＩ関連需

要拡大に伴う設備投資の増加や株高を背景とした消費に牽

引されて堅調な経済成長が続いたほか、欧州でも内外需が

底堅く推移し緩やかに成長しました。アジアでは、中国に

おける不動産市場の調整長期化等はあったものの、政府に

よる内需喚起策や第三国輸出の拡大により成長を維持しま

した。国内においては、設備投資が底堅く推移し個人消費

の増加等により、緩やかな景気回復が継続しました。一方

で、米国の関税政策を巡る影響が一部で顕在化しつつある

ほか、長短金利の上昇、イラン情勢の緊迫化に伴う原油価

格の上昇といった地政学リスクの高まりによって、インフ

レ加速や景気悪化への警戒感が増しております。こうした

複合的な要因により、先行きの経済・金融環境については、

依然として不透明感が残る状況となっております。

　リース業界におきましては、設備投資の増加傾向を背景

に、リース取扱高は前年度を上回る実績となりました。

　このような中、当社グループは、お客さまを取り巻く社

会的課題・事業課題に対し、金融の枠を超えた価値共創の

パートナーとして、多様なソリューションの提供に注力し

てまいりました。各事業分野においても、〈みずほ〉の顧客

基盤と丸紅のネットワークを最大限活用し、既存事業の強

化および新たな事業機会の創出に向けた取り組みを進めま

した。

　損益状況につきましては、売上総利益は、資金原価が増

加したものの、営業資産の増加や堅調な利益率を背景に、

前期（2025年３月期）比2,516百万円（2.9％）増加して

88,859百万円となりました。営業利益は、売上総利益が好

調に推移した一方で、人件費、物件費の増加等により、同

4,291百万円（8.8％）減少して44,674百万円となりました。

経常利益は、同1,249百万円（1.9％）減少して64,969百万

円となりました。

　以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、政策

保有株式の売却等により同5,571百万円（13.3％）増加し

て47,609百万円となりました。

　財政状態につきましては、以下のとおりであります。

　契約実行高は、リース・割賦セグメントでは、前期

（2025年３月期）に比べ、1.3％減少して944,610百万円と

なり、ファイナンスセグメントでは、同26.6％増加して

1,031,621百万円となりました。この結果、契約実行高全

体では、10.5％増加の1,984,727百万円となりました。営

業資産残高は、〈みずほ〉との連携を中心に主に不動産や国

内リース分野において、お客さまへの経営課題解決に資す

る提案での成果があがったことで残高を積みあげ、前期末

比118,020百万円増加して3,399,877百万円となり、資産

合計額は同277,194百万円増加して4,175,256百万円とな

りました。

　また、負債合計額は前期末比224,221百万円増加して

3,720,786百万円となり、このうち有利子負債は営業資産

の増加に伴い、同195,987百万円増加して3,474,058百万

円となりました。

　純資産は、期間利益の蓄積により増加し454,469百万円

となりました。

セグメントごとの経営成績

　セグメントの業績は次のとおりであります。（売上高は外

部顧客への売上高を記載しております。）

〔リース・割賦〕

　リース・割賦の営業利益は、前期（2025年３月期）比

5.3％減少して26,851百万円となりました。当期（2026年

３月期）末の営業資産残高は、前期末比7,178百万円減少

し1,963,160百万円となりました。

〔ファイナンス〕

　ファイナンスの営業利益は、前期比28.6％減少して

17,010百万円となりました。当期末の営業資産残高は、前

期末比65,387百万円増加し1,282,881百万円となりました。

〔その他〕

　その他の営業利益は、前期比37.8％増加して1,933百万

円となりました。当期末の営業資産残高は、前期末比

59,811百万円増加し153,835百万円となりました。

2. 経営成績および財政状態

　当社グループは、2023年度より2025年度までの３年間

を計画期間とする「中期経営計画2025」において、お客さ

まを取り巻く社会的課題・事業課題に対し、金融の枠を超

えた価値共創のパートナーとして、各事業分野でさまざま

なソリューションの提供に注力してまいりました。

　2025年度の各事業分野における具体的な取り組みにつき

ましては、次のとおりであります。

〔国内リース事業〕

　国内リース事業では、お客さまの事業戦略パートナーと

して、価値を共創することを目指しております。2025年9

月にレンタルシステム㈱と資本業務提携契約を締結、2025

年12月にピー・シー・エス㈱を連結子会社化し、モビリ

ティ・レンタル事業領域の強化およびバリューチェーンの

拡大を図りました。さらに、ＴＲＥホールディングス㈱と

の戦略的パートナーシップの強化に向け資本業務提携契約

を締結、使用済みＩＴ機器の回収を起点とした新たなサー

ビス・価値創出に向けエムエル・ＩＴＡＤソリューション

㈱を設立する等、サーキュラーエコノミーの事業推進にも

取り組みました。

〔不動産・環境エネルギー事業〕

　不動産事業では、既存コア事業の拡大と新たなビジネス

領域を両輪で推進することを目指しております。顧客ニー

ズに応え既存ビジネスを強化するとともに、当社グループ

独自のオフィスブランド「MipLa」や物流施設の「Malien」

も展開しております。また、豪州における賃貸集合住宅開

発事業への参画、日鉄興和不動産㈱やククレブ・アドバイ

ザーズ㈱との連携強化、Star Asia Group LLCの持分取得

等を通じて、バリューチェーンの拡大を進めました。

　環境エネルギー事業では、新たなビジネス機会を創出す

ることを目指し、ジャパン・インフラファンド投資法人へ

のＴＯＢを実施いたしました。また、子会社であるエムエ

ル・パワー㈱等を通じた再生可能エネルギー電源の確保や、

系統用蓄電池事業において新たに武雄蓄電所の商業運転を

開始する等、事業領域、収益機会の拡大を推進しました。

〔海外・航空機事業〕

　海外事業では、インオーガニック戦略の強化とともに、

丸紅㈱との連携深化と拡大を重点戦略と位置付けており、

今後さらなる成長が見込まれる海外市場におけるビジネス

拡大を追求しております。

　航空機事業では、丸紅㈱との共同出資先で当社の持分法

適用会社であるAircastle Limitedを通じた航空機リースに

注力し、業績も大きく伸長しました。本邦投資家に対して

は、従来の航空機・船舶に加えて、航空機エンジンに関し

ても運用商品として提供できる体制を構築しました。

〔ファイナンス・投資事業〕

　ファイナンス・投資事業では、TotalEnergiesグループの

ポルトガルにおける再生可能エネルギーポートフォリオ事

業の持分取得、英国系統用蓄電池事業への出資、脱炭素社

会実現に向けた国内天然ガス発電事業への参画等、お客さ

まのステージや多様な戦略アクションに対して、さまざま

なファイナンスソリューションを提供してまいりました。

資本の財源および資金の流動性

　当社グループは、お客さまのニーズに対応して幅広い金

融サービスを提供するため、資金調達については安定性の

確保とコストの抑制を図るよう努めております。また、各

年度の資金計画と金融環境の変化に即したＡＬＭ（資産負

債の統合管理）運営方針のもと機動的な資金調達を行って

おります。

　当社グループの資金調達につきましては、金融機関から

の借入による間接調達と市場からの直接調達による長期お

よび短期の資金により構成されております。当期（2026年

３月期）末において、間接調達は前期（2025年３月期）末

比305,872百万円増加し2,337,035百万円となりました。

直接調達はコマーシャル・ペーパーおよび社債の発行等に

より、同109,884百万円減少し1,137,022百万円となりま

した。

　また、運転資金の流動性や調達の機動性を確保するため、

当期末において取引金融機関49社と総額1,346,160百万円

の当座貸越契約およびコミットメントライン契約を締結し

て お り ま す。 こ れ ら の 契 約 に よ る 借 入 未 実 行 残 高 は

645,129百万円であり、資金の流動性は十分に確保してお

ります。

キャッシュ・フローの状況

　当期（2026年３月期）のキャッシュ・フローの状況は次

のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、18,413百万円の

支出となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、106,661百万円

の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払に

よる14,698百万円の支出に対し、間接調達で274,161百万

円の収入、コマーシャル・ペーパーおよび社債の発行等に

よる直接調達で110,167百万円の支出となり、財務活動全

体では146,366百万円の収入となりました。

　以上の結果、当期末における現金及び現金同等物の残高

は、前期（2025年３月期）末比20,801百万円増加し、

88,801百万円となりました。

■ 事業状況・経営成績等の分析
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